
スマート農業導入支援事業実施要領 

 

令和３年７月28日 

産業振興部長決裁 

 

  （趣旨） 

第１条　この要領は、秋田市農業振興関係補助金交付要綱（昭和53年４月１日市

長決裁、以下「交付要綱」という。）の別表１に定めるスマート農業導入支援事

業の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

　（補助事業者） 

第２条　交付要綱の別表１に定める補助事業者は、秋田市内に住所を有し、次の

各号のいずれかに該当するものとする。ただし、市税に未納があるものを除く。 

　(1) 認定農業法人 

　(2) ３人以上の農業者で構成された団体（以下「農業者団体」という。） 

２　前項第２号に規定する農業者団体は、次の要件を備えるものとする。 

　(1) 代表者の定めがあること。 

　(2) 当該農業者団体の構成員に認定農業者が含まれていること。 

　(3) 規約が整備されていること。 

　(4) 当該農業者団体名義の口座があること。 

　(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める要件を満たすこと。 

３　市が実施するスマート農業の普及・啓発に関する施策に協力すること。 

　（補助事業の内容） 

第３条　補助事業者が、農作業での省力化や低コスト化に必要な機械等を導入す

る場合又は農業用ドローンの操縦資格を取得する場合に、市はその経費の一部

を補助する。 

　（事業の種類等） 

第４条　補助金の交付の対象となる事業の種類、補助要件、補助対象経費および

補助率等は、別表のとおりとし、補助金の額は、千円未満切捨てとする。 

２　前項の補助対象経費には、消費税等相当額（消費税法（昭和63年法律第108号）

に基づき消費税が課される全額に同法に基づく税率を乗じて得た金額及び地方税

法（昭和25年法律第226号）に基づき地方消費税が課される全額に同法に基づく

税率を乗じて得た金額をいう。）を含めないものとする。 

　（補助金の申請） 

第５条　補助事業者は、補助申請に当たり、次に掲げる書類を添えて申請しなけ

ればならない。 

　(1) スマート技術等導入事業 

ア　スマート農業導入支援事業実施計画書（様式１） 

イ　市税の滞納のない証明書 



ウ　見積書の写し 

エ　カタログ等の写し 

オ　導入機械等の規模決定根拠 

カ　直近の総会資料（事業活用の決議が確認できるもの） 

キ　構成員の名簿、当該農業者団体の定款・規約、登記簿 

ク　農業経営改善計画認定書の写し 

ケ　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

　(2) ドローン資格取得事業 

ア　スマート農業導入支援事業実施計画書（様式１） 

イ　事業計画に関係する参考資料 

ウ　市税の滞納のない証明書 

エ　見積書の写し 

　　オ　直近の総会資料（事業活用の決議が確認できるもの） 

　　カ　構成員の名簿、当該農業者団体の定款・規約、登記簿 

　　キ　農業経営改善計画認定書の写し 

　　ク　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２　補助金の交付手続は、交付要綱に定めるところによる。ただし、交付要綱第

５条第１項第２号アに定める補助事業に要する経費配分の変更については、補助

対象経費の30％を超えない軽微な変更の場合は、承認を要しないものとする。 

　（事業の推進） 

第６条　市は、補助事業者に対し、事業の適正かつ円滑な推進が図られるよう、

必要な指導および助言を行うものとする。 

　（報告） 

第７条　補助事業者は、補助金の対象となる事業を完了したときは、次の各号に

掲げる書類を添えて市長に完了届を提出しなければならない。 

　(1) 補助対象事業に要した経費の領収書等、購入を確認できる書類の写し 

　(2) 導入機械の売買契約書および写真（スマート技術等導入事業） 

　(3) ドローン資格を証する書類（ドローン資格取得事業） 

　(4) 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める書類 

２　補助事業者は、本事業の実施年度を含めて３年間、当該年度における事業実

施状況報告書（様式２）を、当該年度の４月末日までに市長へ提出するものとす

る。 

　（処分制限期間） 

第８条　本事業により取得した資産の処分制限期間は、減価償却資産の耐用年数

等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定める耐用年数を経過するまでの

期間とする。 

　（その他） 

第９条　この要領に定めるもののほか、必要な事項については別に定めるものと



する。 

 

　　　附　則 

　この要領は、令和３年７月28日から施行する。 

 

　　　附　則 

　この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

　　　附　則 

　この要領は、令和６年４月１日から施行する。 



別表（第４条関係）

事業の種類 補助要件 補助対象経費 補助率

スマート技 ロボット技術、ＡＩ、Ｉｏ 農林水産省が公表している 補助対象

術等導入事 Ｔ等を活用した取組によ スマート農業技術カタログ 経費の1/3

業 り、次の(1)の基本要件を に記載されている、又はこ 以内 

満たした上で、当該作業に れらと同等以上の機能を有 上限1,000

おける次の(2)又は(3)のい すると認められた以下の機 千円/台

ずれかの収益性の向上の効 械等 

果にかかる成果目標を設定 (1) 自動運転トラクター 

し、当該目標の実現が見込 (2) 直進田植機 

まれること。 (3) 自動操舵システム 

(1) 目標年度における水稲 (4) 農業用ドローン 

作業面積が15ha以上であ (5) その他のスマート農機

ること。 等

(2) 生産コスト10%以上の

削減 

(3) 労働時間の10%以上の

削減

ドローン資 ・「ドローン資格取得」と (1) 研修機関への入学金 補助対象

格取得事業 は、民間の認定機関におい (2) 講習の受講料および技 経費の1/3

てドローンの安全な運航管 能認定証交付料 以内 

理と操縦技術等の教習を受 　ただし、受講人数は１法 上限100千

け、操縦資格を取得するこ 人又は農業者団体当たり３ 円/人

ととする。 人までとし、受講回数は１

・資格取得後は、農業用薬 人１回とする。 

剤の空中散布に使用するド 　次に掲げる各号について

ローン操作に従事するもの は補助対象外とする。 

とする。 (1) 受講場所までの交通

費、飲食費、宿泊費等 

(2) 再受講経費および補講

料

 


